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第１章 背景、目的 

１. 背景 

震災から 10 年の経過を迎えようとし、各種復旧・復興支援施策等の実施により、福島イノベーション・

コースト構想の取組の進展、産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所の開所等、福島県におい

てイノベーションの拠点が設置され、知財活用気運の高まりがみられる。特許庁においては、平成 30 年度

は福島県内における知財活用の関心を高めるための事業、令和元年度は知財の有効活用が望まれる人材に

対する育成を主眼とした広報事業を行うとともに、ビジネス・プロデューサを福島県内に派遣し、知財を

活用した事業を創出する事業を行った。 

県内の中小企業者等が知財を活用して事業を創出し、また、知財を適切に活用した経営を進めていくた

めには、知財についての専門的な知見を有する者による支援が重要となるが、そのような支援人材は必ず

しも十分にいない状況にある。また、地域においては、各地域で地域産業振興の拠点とされる公的研究機

関（独立行政法人、地方独立行政法人、公設試験研究機関等）及び企業等が保有する技術シーズを活用し

た新規事業の創出が活発に行われているとは言い難い面がある。その要因としては、ニーズ起点で技術シ

ーズをマッチングさせて事業化し、キャッシュフローを生み出す事業化創出機能や、事業構想を具現化す

るための力技・知見・ノウハウを持つ人材等が不足していることが考えられ、当該機関や企業等が有する

技術力や知財を、地域の課題に根ざした事業の中で活用することは、雇用創出・経済活動活性化・利便性

向上等による地方創生の観点から重要である。 

 

２. 目的 

上記背景から、3 年目となる令和 2 年度中小企業等知財支援施策検討分析事業（福島知財活用プロジェ

クト事業創出実証研究事業）（以下、「本事業」という。）では、引き続き福島県内にビジネス・プロデュ

ーサを派遣し、福島県内での知財を活用した事業創出を更に推進した。加えて、メディア等を通じてビジ

ネス・プロデューサの活動を広く周知することで、県内での知財を活用した事業創出活動及びその手法を

広く県内に浸透させ、知財を活用した事業創出に関するビジネス・プロデューサの知識・ノウハウ等を県

内支援機関職員等に効果的に共有する手法を検討することを目的とした。 
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第２章 事業実施方法 

１. 事務局の設置、全体スケジュールの提出 

本事業のプロジェクトリーダー及びプロジェクトリーダー補佐を中心として事務局を設置し、本事業に

関する全体の管理、監督及び特許庁担当者との連絡調整等を実施した。また事務局連携企業として、福島

民報社と共同事業体の業務提携を締結し、本事業の連携体制を構築した。福島県の地元の新聞社と適宜連

携することで円滑な事業運営を実現した。 

図表 1 事務局の設置 

 
 

本事業は以下の全体スケジュール案に沿って事業を遂行した。 

図表 2 スケジュール案 

 

有限責任監査法人
トーマツ

事務局連携企業
（福島民報社）

運営連携

特許庁

調整

作業手順 8 9 10 11 12 1 2 3

マイルストン 契約 BPD派遣（契約日から12月28日まで） 報告会

1 有識者委員会の
設置と運営

第1回委員会 第2回委員会 第3回委員会

委員委嘱

2 BPDの派遣実施体制の
整備

体制構築

スケジュール合
意

3 BPDの派遣

BPD決定

派遣先決定

成果事例リリース

4 BPDの活動の環境整備及
び支援業務

環境整備

専門家による支援体制構築

5 BPDの活動状況の管理

管理方法決定

成果事例・支援手順取りまとめ
支援手順書作

成

6 BPDの活動の周知 成果報告会の告知

7 BPDの指導支援及び
調整業務

体制構築

事業創出検討
会議設置

フォローアップ

8 BPDの活動等に関する実
態調査

アンケート案作
成

アンケート調査
の実施

取り纏め

9 BPDの活動の効果検証業
務

活動分析方法
案提示

分析結果案提示 最終取り纏め

10 BPDの評価業務
評価基準案提

示
BPDの評価実

施

11 成果報告会の開催と
運営

日程・会場の決定 募集開始 報告会準備
成果報告会開

催

12 事業報告書の作成 報告書作成・納品
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図表 7 ビジネス・プロデューサの活動に関する庶務管理業務 

 

 事務連絡等の連絡業務 

ビジネス・プロデューサへの事務連絡として、各種規程類、マニュアル類の周知、特許庁からの指示・

連絡事項等を実施した。これらの事務連絡を実施する体制として、簡易な事務的な内容（ビジネス・プロ

デューサからの証憑類の収集整理や特許庁への提出書類の整備等）は事務局の PMO メンバー（プロジェ

クトリーダー補佐）が、PMO メンバーでは対応できない難易度の高い事項（ビジネス・プロデューサで

は対応が難しい事業承継や高度な知財戦略といった専門的な相談等の対応）はビジネス・プロデューサ補

佐が当法人内の各種専門家と協力して対応した。 

図表 8 ビジネス・プロデューサの活動に関する連絡業務 

 

 問い合わせ等に迅速・適格に対応可能な体制の整備 

特許庁からの問い合わせについては、ビジネス・プロデューサ及び事務局メンバーがすぐに対応できる

よう体制を整えた。 

 

BPD
当法人

業務従事者 特許庁

経理処理担当 PMO

経理処理
依頼

経理処理
依頼

本事業終了後、
清算対応

確認

当法人本部経理

特許庁 BPDPMO

BPD

補佐

事務方

連絡

連絡

指示

◼ 各種規定等、マニュアル等の周知
◼ 特許庁からの指示・連絡事項等

事務連絡
事項
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図表 14 セミナーチラシ 

 

 

 

６. ビジネス・プロデューサの活動状況の管理 

 ビジネス・プロデューサの活動報告 

① 年間事業計画 

本事業開始に合わせてビジネス・プロデューサ及びビジネス・プロデューサ補佐が主体となり、年

間事業計画及び年間スケジュールを作成した。年間事業計画及びスケジュールにおいては、第 1 回有

識者委員会で各委員に対し説明を行った。 
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図表 15 年間事業計画 

 

② 月次報告 

本事業の活動を随時把握できるようにするため、ビジネス・プロデューサは月次報告書を作成し、

毎月派遣先である公益財団法人福島県産業振興センターに活動状況を報告した。また、月次報告書に

ついては特許庁に提出し、定例会議に合わせて適宜活動状況の共有を実施した。 

 

図表 16 月次報告書のひな型 

  

Month 7 8 9 10 11 12 1 2 3

マイルストン ◆契約 ◆評価 ◆最終報告

特許庁との打合せ（月次） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

有識者委員会の開催
（成果報告） 第1回開催 第2回開催 第3回開催

派遣準備・派遣
派遣準備

BPD派遣（12月28日まで） BPD派遣（予備）必要に応じて派遣

活動状況の管理 月次報告の実施 月次報告（進捗次第）

事業創出支援の実施 支援企業へのハンズオン支援の実施 支援（予備）必要に応じて実施

成果事例創出 成果事例集の作成 ※次の事例に向けた相乗効果を見据え、8月には今年度の第1号の成果事例創出を目指す

活動の周知
（福島民報社連携）

新聞による活動、成果事例の掲載

ラジオ出演 ラジオ出演 ラジオ出演

指導支援及び調整業務

事業創出検
討会議

地域の研修、セミナー等参加（事業紹介、BPD活動の勉強会）

企業同行訪問支援（毎月の要望に応じて適宜実施）

評価業務
（BPD継続可否判断） 評価実施

成果報告会の開催と運営 報告会準備
開始

成果報告会
登壇

事業報告書の作成 最終報告
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更に、ビジネス・プロデューサの活動全体を複数のステップに分解し、支援活動内容の実効性及び支援

内容の評価を行う体制及び仕組みを構築することで、評価のプロセスの透明性も適切に管理した。 

 

 本事業の成果事例、支援手順の取りまとめ 

① 本事業の成果事例 

本事業の新規事業創出活動の機能強化事例として成果報告書を作成した。内容は事業実施背景、目

的、方法、各自の事業結果と直近の課題、将来的な今後取り組むべき対応事項、各支援機関等のコメ

ント等である。また、支援企業の現状シーズの明確化、経営面の現状可視化、ビジネス・プロデューサ

の事業創出支援等のポイントをわかりやすく明記することで、新たなビジネス機会創出の資料として

支援企業が活用可能な形にまとめた。 

本事業においては、多くの支援企業先の中から 3 件の成果事例を創出することができた、特許庁と

も協議の上、有識者委員会へも報告を実施した。それぞれの成果事例について以下に概要を示す。 

 

② 伝統的工芸品を活用した木工製品の新規コラボ商品開発支援（株式会社アサヒ研創） 

福島県郡山市を拠点とする株式会社アサヒ研創は、職人技と最新技術を融合させ、自然と笑顔がこ

ぼれる楽しい空間演出の提供を得意とした企業である。主な事業は店舗の内装設計・施行だが、一般

消費者向けに家具や木工品の製造・販売も行っている。高い専門性と創造性に基づく伝統的工芸品と

モダンデザインを融合した製品の中でも特に福島県産木材にこだわった様々な製品は、 iF DESIGN 

AWARD（2016)、GOOD DESIGN AWARD（2015、2019）に選定されており、日本国内だけでなく国

際的に高い評価を得ている。 

当該企業の現状の課題は販路先の開拓であった。アサヒ研創は店舗用什器（店舗用家具）以外の市

場への商品展開を試み、様々な消費者向け商品を作成していたが、県内販売に留まっており、販路拡

大に難航していた。 

株式会社アサヒ研創が抱える課題に対して、ビジネス・プロデューサが主体となって以下の支援を

実施した。 

 

➢ 数々の受賞作品の中で、福島県郡山市の伝統的工芸品である海老根伝統手漉和紙を使用した、

形状に特徴のあるうちわに着目して販路拡大方法の検討を開始 

➢ 「誇れる福島」を目指す地域密着型クラブのプロバスケットボールチーム福島ファイヤーボン

ズ（本拠地郡山市）に、コラボレーション商品の企画・開発を郡山市とも連携して提案。チー

ムのマスコットキャラクターボンズくんを使用し、試合の応援グッズとして利用できるコラボ

グッズの商品化を実現 

➢ うちわの特徴的な形状に着目して、INPIT 福島県知財総合支援窓口の田島氏と連携し、意匠権

の出願を支援 

➢ 今後の新商品開発についても、人気選手別のうちわやアサヒ研創の他製品とのコラボレーショ

ン企画や他の地元スポーツチームとの契約による新たな販路開拓・拡大について助言 

 

今後の事業拡大に向けて、うちわの商品を郡山市におけるスポーツ応援グッズとして定着・普及さ
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せていけるよう、他のプロスポーツチームとの提携を進める予定である。更に、音楽都市として認知

されている郡山市の定番のお土産として観光客の購入促進を目指すため、ブランディング、販路開拓・

拡大の支援を行う。また、株式会社アサヒ研創が有する他の製品についても、売上拡大に向けたマー

ケティング戦略の検討を行うことを想定している。 

図表 19 成果事例ペーパー（株式会社アサヒ研創） 

 

 

 

③ 福島県産なめこの販路開拓・拡大、ブランディング支援（有限会社鈴木農園） 

福島県郡山市を拠点とする有限会社鈴木農園は、食の基本となる『安全・安心で美味しい』を理念

とし、なめこを主とした様々な農産物の栽培・販売を行っている企業である。独自の栽培技術を確立

しており、万能なめこ、食べごろなめこ、株どりなめこをはじめ、様々な商品を有しており、東日本を

中心とした量販店へ幅広く流通している。特に見た目に大きな特徴のあるジャンボなめこは、一般市

場で流通しておらず、飲食店への仕入れが中心となってはいるものの業者間で高い人気と認知度を誇

っている。 

当該企業の現状の課題は大きく 2 点あった。まず 1 点目は、付加価値の創出である。通常のなめこ

より長い期間をかけて作られ、大きく育ったジャンボなめこは、少量生産ながらも飲食店から比較的

安定した注文があった。しかし、万能なめこやたべごろなめこといった商標権を取得したものの、通

常のなめこと同様のサイズのなめこ商品については他のなめこ業者との商品の差別化が十分に出来て

おらず、スーパー等の卸売店において価格競争に巻き込まれていた。他社のなめことの差別化を図り、

価格競争から脱却するために、現在のなめこ商品に付加価値を付ける必要があった。2 点目に限定的

な消費方法からの脱却が挙げられる。なめこの食べ方は一般的に味噌汁の具材やおひたししか認識さ

れておらず、他の食材と比べて消費者にとって購入機会が少ない。自社のウェブサイトでなめこ料理
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のレシピを掲載するも普及まで至らず、目立った消費の増加は見られなかった。なめこの消費機会を

増やし、新しい販売先を獲得するためには、新鮮でインパクトのある消費方法を確立する必要があっ

た。 

これらの課題に対して、ビジネス・プロデューサが主体となって以下の支援を実施した。 

 

➢ ベジタリアンやグルテンフリー等先進的・話題性のあるラーメン開発を行う（株）ソラノイロ

の宮崎氏を紹介。鈴木農園の万能なめこやジャンボなめこを使用した郡山市のご当地ラーメン

として新商品の開発を行い、東京麹町にあるソラノイロ食堂や福島二本松にある若武者でのラ

ーメンの限定販売を実現（商品名：福島県郡山市 鈴木農園の 3 種のなめこソバ）。今後、EC

サイトでの販売も行う予定 

➢ （株）ビーワークスが開発・配信を行っているスマホアプリ「なめこ栽培キット」で大人気の

キャラクター「なめこ」とのコラボレーションを企画。キャラクターをプリントした商品袋を

使用し、ライフコーポレーションをはじめとする全国のスーパーマーケットで 2021 年 3 月下

旬より同商品の販売を実現 

➢ 上記 2 点の支援を通じて、福島県郡山市 鈴木農園の 3 種のなめこソバの販売開始に合わせ

てなめこキャラクターによる店頭イベントを開催し、販売促進を支援。Facebook や Instagram

等の SNS を活用し、顧客が SNS ユーザーに共有したくなるような、なめこラーメンとなめこ

のキャラクターのコラボレーションを実現 

 

今後の事業拡大のため、ラーメンだけでなく他業種の飲食店等も巻き込みながら、同社のなめこ商

品を使ったコラボ料理の開発、イベント発信の継続的な実施を予定している。また、（株）ソラノイ

ロ、（株）ビーワークスと引き続き連携し、同社のなめこを使用したカップラーメンの開発・製造販売

を企画する。国外でも高い人気を誇るラーメン、なめこキャラクターを活用しながら、海外への輸出

販売による販路先の開拓・拡大を目指していく。 
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図表 20 成果事例ペーパー（有限会社鈴木農園） 

 

 

④ 小学生が取得した特許・意匠技術の商品化・販路開拓支援（株式会社想いを創る） 

福島県大沼群会津美里町を拠点とする株式会社想いを創るは、発明家、起業家、妖怪博士と様々な

面を持つ関本創氏が取締役社長を務めている企業であり、アイデア商品の開発、書籍の出版、オリジ

ナル妖怪グッズの販売事業、寄付事業といった多様な取組を実施している。具体的には物干し補助具

（商品名：ドライヘルパー）、衣類乾燥用具、日本全国の様々な妖怪を紹介した妖怪辞典の自主製作

本の出版、アマビエキーホルダー等、自身の豊富なアイデアを基に様々な製品の発明・制作・販売を

行っている。 

当該企業の現状の課題は、アイデアの商品化・販売の実現であった。物干し補助具といったアイデ

アを生み出し、特許権及び意匠権を取得し、保護していたものの、商品化・販売するための連携先企

業の獲得に難航していた。 

株式会社想いを創るが抱える課題に対して、ビジネス・プロデューサが主体となって以下の支援を

実施した。 

 

➢ 物干し補助具の商品化から生産販売を一貫して協力してくれる企業の検討を開始。全国規模で

日用雑貨及び加工食品の生産・販売を行う小売業並びにフランチャイジー等の卸売業の展開を

行っている大手上場企業を紹介 

➢ 交渉の上、物干し補助具（商品名：ドライヘルパー）の商品製造・販売の契約締結を実施 

➢ ライセンス契約によりロイヤリティー（特許使用料）を得ることが決定 

➢ 商品パッケージにスーパー小学生である関本氏の写真や、アイデア着想時のイメージデザイン

等を組み込み、商品自体の差別化を実施 

➢ 2021 年 2 月より、日本全国約 1056 店舗での販売を実現 
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今後の事業拡大に向けて、物干し補助具（商品名：ドライヘルパー）の上市を皮切りに、株式会社想

いを創るの新規アイデアの商品化・販売について連携を図りながら、双方の売上・利益拡大を目指す

予定である。 

図表 21 成果事例ペーパー（株式会社想いを創る） 

 

 

 

⑤ 支援手順の取りまとめ 

ビジネス・プロデューサの事業創出支援に関する知識、ノウハウを県内自治体職員・支援機関職員

等に共有し、今後の産業振興の発展に資することを目的として支援手順書の作成を行った。本事業の

実際の事例等を用いながら企業を支援する際に有効と考えられるビジネス・プロデューサの考え方、

支援手順等を詳細に説明している。 

当該支援手順書の項目・内容については、有識者委員会から福島県ではビジネス・プロデューサの

ような知財や製品の事業化を行う人材の育成、知財の取得・活用の重要性を定着させることが重要で

あるとの意見を受け、特許庁と協議の上、以下の構成で作成した。 
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Q1.本セミナーをどのように知りましたか Q2.プログラムの中で最も関心のあった内容は下記のうちどのよ
うなものですか
（複数回答可）

Q3.セミナーで特にどのような内容について学びましたか
（複数回答可）

6

3

1

0 1 2 3 4 5 6

事務局（トーマツ）からの連絡

職場の職員からの紹介

その他

8

6

3

1

0 2 4 6 8

事業化支援内容

ビジネスプロデューサについて

産業振興活性化へのステップ

本事業（知財活用事業化支援）

の内容

8

3

2

2

0 2 4 6 8

事業化支援の方法

知財活用状況

産業振興活性化までの道のり

自治体・産業振興機関との連携

方法

（名）

（名）

（名）
Q4.Q3で選択した具体的な内容

➢ 福島ビジネスプロデューサー派遣事業では、様々な企業支援事
例があるため、今後の事業者支援に役立つと思う

➢ 株式会社アサヒ研創への支援で売りたいものの優先順位を決
めるということが非常に印象に残った

➢ 企業の状況に応じた支援内容の方針の考え方について、事例
から学ぶことができた

➢ 支援機関として関わっているビジネスプロデューサ派遣事業の
成果について関心があった

➢ 県内企業が商標、意匠などの知的財産を組み合わせて事業化、
販路拡大に取り組んでいることがよくわかった

Q5.知財・事業化について課題に感じることは何ですか
（複数回答可）

Q6.Q5で選択した具体的な内容

6

4

4

3

1

0 1 2 3 4 5 6

事業化支援の方法

知財に対する基礎知識

内部人材の育成

支援体制構築（外部との連携

方法）

特定の技術分野での知財を取

り巻く状況

➢ 類似特許や特許公報等により守られている権利範囲を読み解く
ことが、支援機関の職員では難しい

➢ 下請け的な企業体質が強く、改革に向けて動き出せない企業が
多い

➢ 他の支援機関や自治体等との連携、コーディネーターの選定

➢ 支援機関の目利き力・人間力

➢ 開発前の市場調査の段階から事業化までを支援できる体制の
構築

➢ 研究開発の方向性を決める段階で、他社の特許出願動向などを
調査することの有効性が分かる経営者、技術者などの内部人材
の育成

（名）

Q7.セミナーへの意見

◼ セミナー開催の要望

➢ 同様のセミナーをまた開催してほしい

◼ 情報公開・発信の要望

➢ 参考となるような支援事例があれば、連携支援機関と随時共有してほしい

➢ 事業化、販路拡大に知的財産、知的財産権が有効であることの認識を高めてもらうために、今回のような情報発信の場が引き続き
必要と感じた。

➢ 今後、支援を受けた企業にどのような効果があったのか（販路拡大、売上増加等）、具体的な成果の話も伺いたい

➢ 今までにない取り組みで参考になった。具体的事例についてもう少し詳細に紹介していただきたかった

◼ 感想

➢ 一部講師の話が聞き取りにくい場面もあったが、特許庁の事業を理解することができた。今後の業務の参考にしたい

➢ 知財事業化のスキームや他団体との連携について参考となった

➢ 職場にいながら貴重なお話をお伺いすることができ、非常に良かった

➢ ビジネスプロデューサの具体的な取り組みについて大変勉強になった。当方がWebセミナーに慣れておらず、何となく質問し難く感じてし
まった

図表 29 事業創出検討会議アンケート結果 
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図表 32 同行訪問アンケート 

 

 

アンケートは、同行訪問参加者延べ 29 名のうち、20 名から回答を受領することができた（回収率

は約 69%）。参加者は重複を除き 16 名で、支援機関等の担当者が 11 名と最も多く全体の 69%を占め

る。次いで多いのが自治体担当者で 4 名である。詳細は以下の通りである。 

 

I. 事業化における支援

気づきの度合い

Ⅱ. 知財戦略における支援

気づきの度合い
①理解された内容、②具体的な気づきの内容、

③貴機関での今後の支援に参考になった点

①理解された内容、②具体的な気づきの内容、
③貴機関での今後の支援に参考になった点

項目 内容

項目 内容

②

①

③

本事業を進めて行くに当た
り、改善する点をご記入く
ださい（本事業の今後の参
考にさせていただきます）

Ⅲ. 今後の改善点

③

①

②

③

1．知財取得

2.知財活用

3．その他

①

②

③

①

②

その他気づいたことをご記
入ください

取得している知的財産を活
用したPR・販路拡大・用途
開発等を行うための助言を

行う

新商品や既存の商品、製品
又はサービスに対し、その
価値を守るための助言を行

う

2．戦略立案

3．マネジメント

4．サポート

5．その他

支援企業の抱えている課題
等を把握し分析する

支援企業の状況や課題、市
場ニーズに合った戦略・事

業方針を提示する

適切な助言の下、成果が出
るための短期・中期的なア
クションプランを検討・策

定し、実行する

成功するために必要な情報
やネットワーク（もしくは
新しい連携先）を提供し、
事業化等をサポートする

その他気づいたことをご記
入ください

①

②

①

②

③

②

③

①

②

③

①

③

1．課題分析
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図表 35 同行訪問アンケート結果 3 

 

 

 

９. 福島県内におけるビジネス・プロデューサの活動等に関する実態調査 

 実施目的 

福島県内の中小企業等に対して、ビジネス・プロデューサの事業創出支援活動をどの程度認識している

か、ビジネス・プロデューサの活動によって知的財産に関する認識がどの程度変化したか、また本事業の

取組の成果と今後の取り組むべき課題等を明らかにすることを目的として、福島県内の中小企業等を対象

にアンケート調査を実施した。 

 

 実施時期 

調査は、2020 年 12 月 1 日から 2020 年 12 月 31 日までの 1 か月間実施した。 

 

 実施方法 

当該アンケート調査では、事業者側の立場として実際に回答する企業の担当者が簡潔に回答できること

を重視するとともに、実施側の立場として効率的に多くの福島県内の中小企業からの回答を得ることが可

能なこと、また実施費用等の工数やコスト面等にも配慮し、ウェブアンケートによる実施とした。 

アンケートは、パソコンとスマートフォンでもどちらでも回答できる設計とし、回答率を上げるための

工夫を行った。また、特許庁とも協議の上、多くの県内中小企業等から回答を得られるよう、福島県内の

自治体、支援機関等にも協力を依頼して当該アンケート調査の周知を実施し、民間企業等に対し合計

12,205 件の回答を依頼した。当該アンケート調査の協力を依頼した県内自治体・支援機関等、また実際に

アンケートを依頼した企業数は次の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．その他気づいた点・ご意見等

• 販路拡大を進める上でのターゲットの絞り方など参考になった（その他）

• ボランティアとしての参加であるが、ぜひ協力できることがあれば協力したい（自治体）

• 取得済みの特許を活用して商品の販路拡大を行う支援方法が参考になった（産業支援機関）

• 商品のブランド化・方向性の決定についての支援が参考になった（産業支援機関）

• 知財の取得支援にとどまらず、特に販路拡大を主眼に支援いただける点が有意義である（産業支
援機関）

• 視野を広く持ち、次に何をすべきかを分かりやすく提案していくことの重要性を改めて学ぶことが
できた（産業支援機関）





34 

 

図表 38 知財活動実態調査 アンケート質問項目②-1 

 

A) 重要である B) 重要でない C) 関心がない D) その他

A) 福島県内 B) 福島県外 C) 不明

A) 知的財産権の出
願料が高い

B) 既存の事業にお
いて影響がない

C) 必要性・メリットを
感じていない

D) 知的財産権につ
いて興味・関心がな
い

E) 知的財産権につ
いてよくわかってい
ない

F) 海外出願をした
いが方法がわから
ない

G) その他（ ）

A) 知っており利用し
たことがある

B) 聞いたことはある
が利用したことはな
い

C) 知らない

A) 事業成長（利益
率変動）に30％以上
貢献

B) 事業成長（利益
率変動）に10％以上
貢献

C) 事業成長（利益
率変動）に5％以上
貢献

D) ほとんど変わらな
い

事業の負担になっ
ている

問2. 知的財産権に関する貴社の取組み・お考え等についておたずねします。

2

3

4

5

6

7

「知的財産権を保有していない」と回答した方におたずねいたします。 知的財産権を保有しない理由はなんですか。当てはまるものを全てお選びください。

権利の所有者が知的財産権を登録した際の「主な知的財産権の登録住所」についてお聞きします。

貴社の日々のビジネスにおいて、知的財産権を活用することで事業の売上や利益が増加していると感じますか（もしくは増加することが期待できますか）。最も当てはま
るものを一つお選びください。

 INPIT開放特許データベースについてお聞きします。

C) 活用できる社内人材が不足している

B) 活用に向けての社内ルールが制度化されていない

A) 活用に向けての事業資金が不足している

P) 活用していない知的財産権は保有していない

E) 海外出願知財件数

F) 知的財産権を保有していない

 特許権（ ）件 商標権（ ）件 意匠権（ ）件 実用新案権（ ）件

活用していない知的財産権（公開、査定、登録しているがビジネス上使用していない）を保有されている方にお聞きします。知的財産権を利用されていない理由として考
えられますか。最も当てはまるものを一つお選びください。

O) その他（ ）

N) 外部に対して自社の知的財産に関する情報発信ができていない

M) ライセンスや商品化・事業化のための企業等との交渉方法がわか

L) 知的財産の活用・流通を依頼するコーディネータ等の人材・企業がない

K) 他社、大学等の知的財産を活用したいと考えているが、活用できる知的財産をどこが保有しているかわからない

J) 商品開発・事業開発に知的財産を活用しようとしても、市場性・採算性の見立てがたたない

I) 事業経営の中で知財戦略が確立されていない

H) 知的財産権を利用しようとしていた事業を撤退した

G) 知的財産権のライセンス先、移転先が見つからない

F) 侵害などの訴訟の関係で利用ができない

E) 防衛的に出願したため、事業化に結びついていない

D) 事業化に向けて周辺特許などの関連する知的財産が不足している

1

A) 特許権   保有（ ）件 活用（ ）件 ライセンス（ ）件

B) 意匠権   保有（ ）件 活用（ ）件  ライセンス（ ）件

C) 商標権   保有（ ）件 活用（ ）件 ライセンス（ ）件

D) 実用新案権 保有（ ）件 活用（ ）件 ライセンス（ ）件

貴社での知的財産権の保有又は知的財産権の活用における重要性についてお聞きします。

貴社における知的財産権の保有状況についてお聞きします。
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図表 39 知財活動実態調査 アンケート質問項目②-2 

 

 

A)   自社の技術や商品の特徴が「見える化」でき、他社との違いを明確にできた

B) 従業員の創意工夫・スキルアップ等、「レベルアップ」を促進できた

C) 模倣品の阻止や他社の参入防止等、競合との「競争で優位」に立てた

D) 取引先に対して信頼感があることを示すことができ、「交渉力」を強化できた

E) 自社の独自性をＰＲするなどして、オリジナリティを「伝える」ことができた

F) 他社へのライセンスや共同開発のパートナー作りなど、「関係作り」ができた

A) あり B) なし

A) 研究開発部門あ
り約（ ）％

B) 研究開発部門な
し

I) ベンチャー育成

13

O) 大学等教育機関との共同研究

P) 公設試験研究機関等の公的な研究機関との共同研究

Q) その他（ ）

＜行政機関等による施策＞

A) 知財条例の制定

B) 知財戦略の策定

C) 産業プランによる目標管理

D) 出願経費等の補助

E) 研究開発資金等の補助

F) 弁理士、特許事務所の増加

G) 知財業務従事者の人材育成

H) 知財相談窓口の充実

J) 発明等に対する報奨制度の拡充

K) 知的財産の保護・活用に関する社内制度の整備

L) 従業員等に対する特許制度等の教育

M) 知的財産の保護・活用のための予算の確保・拡充

N) 経営陣の知的財産に対する理解や方針の明示

＜貴社による取組＞

C) 知的財産の担当部署を設置し、専門の担当者がいる

D) 知的財産権の担当部署又は担当者の設置（配置）を予定している

E) 本社等に知的財産権の担当部署又は担当者を設置（配置）している

F) 知的財産権の担当部署知財部を設置していない（知的財産権の知財担当者がいない）

福島県における施策・支援で貴社が必要だと思うものについてお聞きします。当てはまるものを全てお選びください。

8

9

10

11

12

I) 共同研究先や親会社等との知的財産権の帰属に関する調整が不足している

J) 自社が保有する知的財産を掘り起こし、商品・事業に活かしていこうとする取組が不足している

K) 自社技術に強みはあるが、その周辺特許を押さえられていない

L) その他（ ）

D) 共同研究などの産学連携等が不足している

E) 知的財産の管理の必要性に対して、認識が不足している

F) 周辺特許を押さえるなど戦略性が不足している

G) 職務発明規程といった規則等の整備が不足している

H) 外国出願のための資金が不足している

貴社における研究開発体制の有無についてお聞きします。

これから貴社が知的財産の創造（研究開発、デザイン、商品開発、ブランディング等）・保護（知的財産の出願・登録・維持）を推進するに当たって、何が問題・課題と
なっていると考えていますか。以下の中から該当するものを全てお選びください。

A) 活用に向けての事業資金が不足している

B) 知的財産を創造するための資金・人材が不足している

C) 知的財産の権利化のための資金・人材が不足している

貴社は、保有されている知的財産権をこれまでどのように生かすことができましたか。以下のもので近いものを選択してください。

貴社は、知的財産権に関する業務を担当する部署または担当者がいますか（予定していますか）。最も当てはまるものを一つお選びください。

貴社において職務発明に関する規定の有無についてお聞きします。

G) その他（ ）

H) 特に生かせたものはない

G) その他（ ）

A) 知的財産権に関する業務を兼務している従業員がいる

B) 担当部署は設置していないが、知的財産権専門の担当者がいる
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図表 40 知財活動実態調査 アンケート質問項目③ 

 

 

 

A) はい B) いいえ

A) 商品化支援 B) 販路先開拓支援 C) 用途開発支援 D) 知財戦略支援 E) 特になし F) その他（ ）

A)  特許庁の取り組
み事業

B)     ビジネス・プロ
デューサの支援事
業

C)     知財活用イベ
ント

D)     知財支援機
関・団体の支援内
容

E) その他（ ）

E) 本事業において実施されたセミナー・ワークショップに参加した

F) 東北経済産業局、自治体、支援機関等のセミナー・ワークショップ等に参加した際に、話を聞いた

G) 実際にビジネス・プロデューサからの支援を受けた

H) その他（ ）

A) ５回以上新聞で読んだことがあり、事業について認識している

B) １～３程度新聞記事で掲載内容を読んだことがある

C) 福島民報社の新聞記事で本事業について読んだことはない

D) その他（ ）

A) 知財活用イベントに参加したことがある。

B) ５回以上セミナーやワークショップについてのチラシや新聞記事を読んだことがあり、知財活動について認識している

C) １～３程度、チラシや新聞記事を読んだことがあり、知財活動について認識している

9

過去3年間に貴社で知的財産権の情報収集や相談を行ったものの中で、福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業をきっかけにされたものはありましたか。

I) 知的財産権の無料検索サイト（J-platpat）

J) 特にない

K) 銀行・信金 事業化に合わせた知財戦略相談等

K) その他（ ）

A) 社内での知的財産権に関する部署

B) 特許庁主催知的財産権制度説明会（初心者向け、実務者向け）

C) 特許庁主催の知財活用セミナー

4

5

6

7

8

D) 東北経済産業局知的財産室が実施する事業や知財セミナー

E) 福島県庁・福島県の各自治体が主催の知財セミナー

F) 公的機関で講習や教材

G) 民間機関で講習や教材

H) 特許庁・（独）工業所有権情報・研修館のＨＰ

J) 弁理士事務所 他社との提携やライセンスの契約相談

過去3年の中で、知的財産権に関して、貴社が初めて相談を行った機関と相談内容について、当てはまるものを全てお選びください。

過去3年間で、知的財産権の情報収集にかかる取組を始めたものについて、当てはまるものをすべてお選びください。

C) 同プロジェクトがきっかけではなかった

A) 全ての取組についてきっかけとなった

B) 一部の取組についてきっかけとなった

L) 特にない

A) 自治体の産業・商工政策関連の窓口

B) 産業振興の支援機関

C) 商工団体（商工会議所・商工会）

D) 発明協会 支援メニュー相談

E) 発明協会 弁理士等専門家への相談

F) 発明協会 海外展開に向けた知的財産の保護・活用の相談

G) 発明協会 他社との提携やライセンスの契約相談

H) 弁理士事務所 契約して知的財産権の出願に向けた相談

I) 弁理士事務所 海外展開に向けた知的財産の保護・活用の相談

D) 福島民報社のチラシや新聞記事等で知財活用イベントの内容について読んだことはなく、知財活用イベントについて認識していない

E) その他（ ）

福島民報社の記事をご覧いただいた記事の中でも特に興味がある内容について教えてください

問3. 特許庁「中小企業等知財支援施策検討分析事業（福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業）」の取り組みについておたずねします。

本事業において、特許庁では福島県へのビジネス・プロデューサの派遣による企業支援を実施していますが、本事業についてご存知ですか。

特許庁の福島県へのビジネス・プロデューサの派遣による企業支援をご存知とご回答の方にお伺いします。どのようにビジネス・プロデューサの情報を入手したか最も
当てはまるものを一つお選びください。

ビジネス・プロデューサは、事業創出環境の整備・促進のための活動を支援しています。本事業のようなビジネス・プロデューサによる事業化支援を受ける場合、貴社
はどのような支援を希望していますか。当てはまるものを全てお選びください。

本事業においては、福島民報社における本事業の新聞掲載記事や知財活用イベントについても実施しておりますが、どの程度、参加したりご覧になったりしています
か。「新聞掲載記事」

本事業においては、福島民報社における本事業の新聞掲載記事や知財活用イベントについても実施しておりますが、どの程度、参加したりご覧になったりしています
か。「知財活用イベント」

A) 本事業に関する新聞記事を読んだ

B) 特許庁、自治体、支援機関、本事業の事務局等のＨＰに掲載されている情報を見た

C) 支援機関・自治体等から、本事業についての話を聞いた

D) 取引先等から、ビジネス・プロデューサから支援を受けているとの話を聞いた

1

2

3
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知的財産権の登録住所については、福島県内が最も多いという結果となった。また、知的財産権を

保有しない理由とした最も回答が多いのは「既存の事業において影響がない」であり、全体の約 5 割

を占めている。次いで多く挙げられたのが、「知的財産権についてよくわかっていない」「必要性・メ

リットを感じていない」であり、それぞれ 28.7%、19.8%となった。 

図表 45 知的財産権の登録住所・知財を保有しない理由 

 

 

知的財産権を保有しているが利用していない理由としては、「防衛的に出願したため、事業化に結

び付いていない」、「商品開発・事業開発に知的財産権を活用しようとしても、市場性・採算性の見立

てがたたない」、「活用に向けての事業資金が不足している」といった回答が目立つ結果となった。 

主な知的財産権の登録住所

◼ 知的財産権の登録住所として最も多いのが福島県
内（63社、90.0% ）で、次いで福島県外（7社、
10.0%）である。

知的財産権を保有しない理由

◼ 知的財産権を保有しない理由として最も多いのが「既存の事業において影響
がない」（53社、52.5%）である。

◼ 次いで多いのが、「知的財産権についてよくわかっていない」（29社、28.7%）
「必要性・メリットを感じていない」（20社、19.8%）である。

Q2-3 Q2-4

（N=70） （N=101、複数回答）

（企業数）

63 

7 

0 

0 20 40 60 80

福島県内

福島県外

不明

53 

29 

20 

15 

2 

1 

17 

0 10 20 30 40 50 60

既存の事業において影響がない

知的財産権についてよくわかっていない

必要性・メリットを感じていない

知的財産権の出願料が高い

知的財産権について興味・関心がない

海外出願をしたいが方法がわからない

その他

（企業数）
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究開発資金等の補助」が最も多くそれぞれ全体の約 5 割を占める結果となった。次いで多いのは、「知

財相談窓口の充実」「経営陣の知的財産に対する理解や方針の明示」「知的財産の保護・活用に関する

社内制度の整備」「知的財産の保護・活用のための予算の確保・拡充」であり、経費・資金面等での支

援を求める企業が多い結果となっている。 

図表 52 福島県において必要な支援・対策 

 

 

③ 本事業の取組について 

ビジネス・プロデューサを派遣し、新規事業創出の支援を行う本事業についての認知度等について

確認を行った。本事業について知っていると回答したのは、全体の約 25%という結果となった。また、

その中で、ビジネス・プロデューサを知ったきっかけとしては、「支援機関・自治体等から、本事業に

ついての話を聞いた」が最も多く、回答の約 5 割を占める結果となった。 

福島県において必要な支援・対策

◼ 福島県において回答企業が必要だと感じる支援・
対策については出願経費等の補助（ 86社、
50.3%）が最も多く、次いで研究開発資金等の補
助（85社、49.7%）が多かった。

◼ その次に、知財相談窓口の充実と経営陣の知的
財産に対する近いや方針の明示がそれぞれ56社
（32.7%）で、次いで知的財産の保護・活用に関す

る社内制度の整備、予算の確保・拡充がそれぞれ
55社（32.7%）である。

Q2-13

（N=171、複数回答）
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経営陣の知的財産に対する理解や方針の明示

知的財産の保護・活用に関する社内制度の整備

知的財産の保護・活用のための予算の確保・拡充

従業員等に対する特許制度等の教育

大学等教育機関との共同研究

知財戦略の策定

知財業務従事者の人材育成

ベンチャー育成

公設試験研究機関等の公的な研究機関との共同研究

発明等に対する報奨制度の拡充

弁理士、特許事務所の増加

知財条例の制定

産業プランによる目標管理

その他

（企業数）
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図表 70 サマリー2 

 

 

 

１０. ビジネス・プロデューサの活動の効果検証業務 

 効果検証業務の概要 

本事業におけるビジネス・プロデューサの活動について、定性的・定量的な観点から効果検証を行い、

市場等にどのような影響を及ぼしたかを計測した。効果検証の指標として、本事業では社会的投資便益率

（SROI）の手法を用いた。社会的投資便益率（SROI）とは、プログラム評価の一種であり、有効性評価

や公民連携評価のツールとして有効な手法である。事業の価値を可視化することで、事業改善へ役立てた

り、社会的・経済的価値創造のプロセスを地域内外で共有したりすることが可能である。当該手法につい

ては、有識者委員会での報告の上、承諾を得た。 

◼ 地域によって知財を保
有していない企業が保
有している企業より多く
差がある

県中・相双・いわき地域
において知財を保有し
ていない企業が比較的
多い

知財活用状況

現状 課題 ニーズ

地域性

企業規模

（従業員の
多さ）

◼ 5地域において「知財を
創造するための資金・人
材の不足」
5地域（県北・県中・県

南・会津・いわき地域）に
おいて、知財の創造に係
る問題・課題として最も
多く挙げられた

知財創造に係る課題

◼ 4地域において「出願経費等の補助」
が特に必要
最も多く、4地域（県南・会津・南会

津・いわき地域）で最も重要視されて
いる

◼ 3地域において「研究開発資金等の
補助金」が特に必要
回答数は2番目に多く、3地域（県北・

県中・相双地域）において重要視され
ている

支援対策

◼ 小規模企業では知財を
保有していない企業
が、保有している企業
より多く、最も差が顕著
5名以下、6名～20名規

模の小規模企業では最
も差が顕著である

◼ 特に従業員数100人以
下では「既存事業にお
いて影響がない」
特に従業員数100名以

下の企業において回
答が多く見られた

◼ 従業員300人以下では
「知的財産を権利化する
ための資金・人材が不
足している」
従業員数300名以下の

企業の最も多い回答項
目であった

◼ 規模関係なく「出願経費等の補助」
「研究開発資金等の補助」が必要

従業員数にあまり大きな関係はなく、
必要な支援・施策としてあげられた

◼ 全地域が「既存事業に
おいて影響がない」

知財を保有しない理由
として、「既存事業にお
いて影響がない」こと
が最も多く上げられ、
すべての地域において
も最も回答が多かった

知財保有しない理由

事業規模が小規模になるほど知財を活用できておらず、知財を活用していない企業は知財が事業に影響すると考えていない

また、知財を創出・活用するにしても、知財を創造するための資金・人材が不足しており、出願経費や研究開発資金等の資金援助がニー
ズとして挙げられる

よって、知財の有効な活用や重要性の啓発だけでなく、資金援助を行いながら活用する人材を増やしていくことが重要であると考えられる
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図表 72 評価基準の観点 

 

 

 

 効果検証の手法 

効果検証の手法としては、次の通りである。令和 2 年 9 月から令和 3 年 9 月までにおける本事業での

ビジネス・プロデューサの派遣の効果について支援機関及び支援企業に対しアンケート調査を実施した。

期間を令和 3 年 9 月までとしているのは、本事業終了後もビジネス・プロデューサの支援の効果が一定期

間継続することを想定しているためである。実際に派遣開始から 1 年間の間にビジネス・プロデューサに

よる支援の効果がどれくらいあったかという実績値と見込めるかといった期待値を含めて実施した。 

 

支
援
企
業

支
援
機
関

• 事業化を担う人材の増加
• 知財に関する認識の向上
• 事業構想策定件数の増加
• 継続的な事業拡大の見直

し
• 雇用の増加

人材・組織力の強化

• 事業化推進の検討機会の
増加

• 事業化意欲の高い人材の
増加

• 知財活用の重要性の認識
向上

事業連携の強化・
メディア掲載効果

• 企業間コミュニケーションの
増加

• 企業イメージ・ブランドの向
上

• ビジネス・プロデューサとの
連携向上

キャッシュフローの改善

• 市場の出回る商品の増加
• 取引先の増加
• 製商品の用途拡大
• 売り上げの増加
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図表 73 SROI の目的・検証内容 

 

 

また、本事業において実施した社会的投資便益率（SROI）の評価の内容としては、①事業化支援、②知

財活用支援、③地域連携強化、④メディア掲載による認知度向上効果となっている。①、②、③において

は、支援企業、支援機関両団体へアンケートを実施し、どの程度それぞれの分野に貢献したのかについて

検討を行った。④については、新聞等メディアに掲載された回数や記事の大きさから、本事業や支援事業

の認知度向上を計測し、社会・経済的効果（インパクト）を計測した。 

当該効果検証に使用したアンケート項目は次の通りである。支援機関向け、支援企業向けの 2 パターン

を策定し使用した。 

➢ 令和2年9月～令和3年9月におけるBPD派遣の効果を検証

➢ アンケート調査実施

• 支援企業

• 支援機関団体

◼ SROI評価の目的・手法

◼ 検証概要

➢ 2回程度打合せを行い、具体的に戦略を立て支援している企業
へアンケート調査を実施

• 事業化推進を検討する機会が増えたか

• 事業化推進を担う人材が増えたか

• 他団体・機関との連携が深まったか 等

支援機関

➢ BPDと一緒に支援先企業へ同行したことのある支援機関の方
へアンケート調査を実

• 取引先が増加したか

• 売上が増加したか

• 知財の重要性について理解が深まったか 等

SROI評価実施の目的・検証内容

支援企業

（例）

（例）
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図表 74 評価基準（支援機関向け） 

 

問
１

中小企業の事業化推進支援に関する実績や見込みについて

・BPDの支援によって、中小企業の事業化推進について検討する機会は増えたか

・本事業がきっかけとなって、事業化推進のために新規に開催されるようになった会議
や、定例会議で事業化推進に関する議題に追加されることはあったか（あった場合は
何件程度あったか、またその平均時間及び参加人数）

・BPDの支援によって、中小企業の事業化推進のための新たな施策（あるいは新たな
事業計画）等が策定されたか（された場合の策定件数、予算規模、既存事業との予算
規模の差異）

問
２

本事業の人材育成や組織能力（連携能力を含む）への影響について

・BPDの支援によって、中小企業の事業化推進について理解や意欲のある人材は増
えたか（増えた場合の増加人数）

・BPDの支援によって、中小企業振興における知財活用の重要性に関する認識が向
上した人材は増えたか（増えた場合の増加人数）

・本事業におけるBPDとの打ち合わせ等のために、１カ月平均でどのくらいの時間を
使ったか（打合せに参加した月平均の人数、実施時間）

問
３

地元中小企業の事業化促進におけるBPDの貢献度について

・BPDによる支援が総じて地元企業の事業化促進にどの程度貢献した、あるいは貢献
すると評価するか

・BPD派遣事業が終了後も、BPDによる支援の成果等を活かして、さらに事業改善・事
業拡大を推進できるという見通しがあるか

・その他（自由記入）
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図表 75 評価基準（支援先企業向け） 

 

 効果検証の対象先 

当該効果検証を行うアンケート対象先は、少なくとも 2 回以上打ち合わせを行い支援している企業もし

くは打ち合わせ数は少ないが、今後の支援展開等が見込まれる企業、ビジネス・プロデューサと一緒に支

援先企業へ同行したことのある支援機関とした。アンケートは令和 3 年 1 月の 1 か月間に、支援企業 13

社、支援機関 10 団体に送付し、支援企業 12 社、支援機関 9 団体から回収、集計を行った。詳細は次の通

りである。 

問
１

企業概要について

・売上高、従業員数等

問
２

商品化・知財出願・取引・売上等におけるBPD派遣の効果について

・BPDの支援によって、上市件数が増加したか（増加した場合の取引増加額、全体売上
の割合）

・BPDの支援によって、取引先が増加したか（増加した場合の売上取引額）

・BPDの支援によって、製商品の用途が拡大したか（用途拡大した場合の売上増加額）

・BPDの支援によって、売上高の増加があったか（増加した場合の売上増加額）

・BPDの支援によって、知財（特許、実用新案、意匠、商標等）に関する認識は向上した
か（向上した場合の関連職員数、向上関連して起きた変化）
・BPDの支援によって、知財（特許、実用新案、意匠、商標等）の出願・登録は進んだか
（進んだ場合に要した総時間、出願・登録件数）

問
３

事業化に関する社員の意識・スキルの変化へのBPD派遣の効果について

・BPDの支援によって、事業化に意欲のある人材は増加したか（増加した場合の従業員
人数、全体従業員の割合）

問
４

組織能力等の改善（連携能力を含む）へのBPD派遣の効果について

・BPDの支援によって、事業化に向けての企業間連携・コミュニケーションは増加したか
（増加した場合の平均時間とその関連従業員の人数）

・BPDの支援によって、事業構想の策定件数は増加したか（増加した場合の策定件数、
要した従業員人数と平均総従事時間

・BPDの支援によって、新規に雇用する従業員数は増えたか（増えた場合の増加人数：
正職員、非正規職員別）

問
５

BPDの貢献度について

・BPDが派遣されている期間に、同派遣事業以外に、類似の伴走型の支援サービスを
受けていたか

・BPDによる支援が総じてどの程度貢献したと評価しているか

・BPD派遣事業が終了後も、BPDによる支援の成果等を活かして、さらに事業改善・事
業拡大を推進できるという見通しがあるか

・BPD派遣事業について、事業期間終了後の類似の事業の継続を希望するか

・その他（自由記入）
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また、当該効果検証のアンケートで様々な定性的な意見（自由回答）についても調査を行った。一例と

して、支援機関からは「支援施策を継続して頂きたい」、「ビジネス・プロデューサのネットワークによ

り、企業の付加価値向上につながった」、支援企業からは「更なる販路開拓の際に是非アドバイスを頂き

たい」「商品開発・販路開拓支援を頂いたことは大変ありがたい」等、本事業に肯定的な意見が多数見ら

れた。一方で、「現時点では支援を十分に頂いていない」等の意見も見受けられた。長期的に企業に寄り

添い支援を実施すること、また中長期的にビジネス・プロデューサとしての役割を担うことできるような

人材の必要性も今回の調査で明らかになった。詳細は、次の通りである。 

 

図表 78 社会的便益率（SROI）アンケートの自由記述結果 

 

 

これらを踏まえ、今後は、支援機関同士の連携を促進する制度や、中・長期的に企業に寄り添い、事業

化支援を行うことができる人材とそのビジネス環境の構築を行っていくことが重要であると考えられる。 

 

 

１１. ビジネス・プロデューサの活動の評価業務 

 ビジネス・プロデューサの評価基準の策定 

本事業におけるビジネス・プロデューサの活動を公平に且つ適切に評価し、派遣先の企業等の経営改善

に寄与しているかどうかを的確に判断することが重要である。そこで、特許庁や派遣先等とも協議の上、

ビジネス・プロデューサの活動の評価にあたっては、支援活動内容や具体的に創出した成果を基に定量・

定性の両方の側面から評価を実施することとした。 

具体的に定量評価については「事業化支援」、「環境整備」、「その他」の評価分類を設けた。また、

各々の分類に評価対象を設定し、その評価対象に「基礎項目」、「基準項目」、「目標項目」の 3 つの評

支援企業（12企業の結果概要）支援機関（9団体の結果概要）

いかりや商店、 （株）想いを創る、 （株）アサヒ研創、
（株）冨久栄商会

具体的なアクション内容（複数回答）
2：知財関連のセミナーや研究会を社内で開催した 2企業
3:知財担当部署や担当者を設置した 1企業
4：知財関連の知識・情報を獲得するために外部のサービスやコンサ
ルティングを利用し始めた 2企業
5その他：知財に関する知識が増えた、知財を意識する社員が増え
た 2企業

【今後類似事業支援を希望する企業（該当設問問5-3）
➢ 自社が保有しない販路の拡大
➢ 今回注力していただいた商品以外の販路紹介もして頂きたい
➢ さらなる販路開拓の際に是非アドバイス頂きたい
➢ 商品開発・販路開拓支援をいただいたことは大変ありがたい
➢ 事業推進の姿勢で全般にアドバイスや方法論を考えていただ

け、感謝しています

否定的回答の企業（２企業：（株）芳賀沼製作、（株）かんの屋）に
ついては、「現在紹介していただいている販路先との商談が進め
ばよいが、現時点では効果を判定できない」「回答できる程現時
点では支援を十分にいただいていない」との意見があった

ふくしま新産業創造推進協議会、白河市、産業サ
ポート白河、二本松商工会議所、東邦銀行、 INPIT

※一部記載

➢ 販路に課題を抱える企業は多くあるので、本事業をきっかけ
に販路開拓に特化した支援施策を継続していただきたい

➢ BPDのネットワークにより、他事業者が有する知財との掛け合

わせや、発信力のある飲食店とのコラボが実現し、企業の付
加価値向上につながった

➢ 今年度も郡山市を含め、福島県内の企業をご支援いただきあ
りがとうございました

➢ 支援企業の更なる成長のためにも、次年度以降も引き続き、
BPDによる継続支援をお願いしたい

➢ BPDの活動により、中小企業の製品化や販路開拓について
具体的な成果が多数あったが、自治体や支援機関が本事業
と同等の成果を今後も出していくことは難しく、人材面や予算
面で課題が残るものであった

事業化
関連

知財
関連

中小企業の事業化推進について理解や意欲のある人材
が増加した団体（該当設問問2-1）

6団体

中小企業振興における知財活用の重要性に関する認識
が向上した人材が増えた団体（該当設問問2-2）

ふくしま新産業創造推進協議会、白河市、産業サ
ポート白河、二本松商工会議所、東邦銀行、 INPIT

6団体

事業化
関連

知財
関連

売上増加が見込まれる企業（該当設問問2-4）

4企業

知財への認識が向上した企業（該当設問問2-5）

8企業

その他

コメントコメント

（株）KSM、いかりや商店、 （株）想いを創る、 （株）アサ
ヒ研創、 （有）鈴木農園、 （株）三義漆器店、（株）冨久商
会琲、 （合）猫のてコミュニケーションズ、 （株）かんの屋

※回答7社うち一部記載
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価項目を定めた。更にそれぞれの評価項目に点数を配分し定量評価のみで 60 点満点という基準を設定し

た。 

定性評価については、「マネジメント力」、「伝達・調整力」、「リスクマネジメント」、「タイムマ

ネジメント」、「目利き力」、「巻き込み力」、「ネットワーク活用力」の 7 つの評価分類を設けた。そ

れぞれに対し評価項目を設定して点数を配分し、定性評価のみで 50 点満点という基準を定めた。なお、

各種評価の合計による基準点を 60 点、目標点を 70 点に設定した。 

 

図表 79 評価基準概要 

 

  

◼点数配分（110点満点）

➢定量評価 60点（全12項目×5点）

• 配点内訳（1項目あたり）
− 基礎項目 各2点

− 基準項目 各2点

− 目標項目 各1点

➢定性評価 50点（3項目×10点、4項目×5点）

• 配点内訳
− マネジメント力 10点

− 伝達・調整力 10点

− リスクマネジメント10点

− タイムマネジメント 5点

− 目利き力 5点

− 巻き込み力 5点

− ネットワーク活用力 5点

◼評価結果の取り扱い

ビジネスプロデューサーは、目標点に到達するように、

日々のプロデュース活動を実施する。

また、ビジネスプロデューサーは、基準点をクリアしなけ

ればならず、基準点を超えられない場合は、原因の究明

及び代理のビジネスプロデューサーの派遣について検討

を行う場合がある。

各種評価の合計による基準点および目標点は、以下の

通り設定した。

➢基準点

• 60点

➢目標点

• 70点
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定量評価・定性評価の評価項目内容及び配点といった詳細は、次の通りである。 

図表 80 評価基準：定量評価 

 

 

図表 81 評価基準：定性評価 

 

 

分類 階層 評価対象
評価項目

基礎項目（2点） 基準項目（2点） 目標項目（1点）

事
業
化
支
援

Output

（15点）

企業訪問数（月） 企業訪問を行っているか 訪問件数は、月平均5件以上 訪問件数は、月平均10件以上

事業構想数（累計） 事業構想の策定を支援している 評価実施までに2件以上あったか 評価実施までに4件以上あったか

上市または販路開
拓させた数（累計）

上市、販路開拓を実現したか 件数が2件以上あったか 件数が5件以上あったか

Outcome

（15点）

取引先件数（製商品
単位）

新たに開拓された取引先（得意先）
が存在するか

1製商品当たり1件以上存在するか 1製商品当たり3件以上存在するか

用途(取引先）拡大
件数

上市させた製商品の新たな用途を検
討して、事業構想を策定したか

事業構想を2件以上策定したか 事業構想を5件以上策定したか

売上金額
（累計）

上市させた製商品の売上が上がって
いるか

売上は100万円を超えているか 売上は1,000万円を超えているか

環
境
整
備

Output

（15点）

連携強化会議数

（累積）

地元の知財活用、産業振興に関連し
た勉強会・セミナーに参加しているか

毎月参加しているか
参加だけでなく事業説明や成果事例
の周知、新たな連携先を創出したか

勉強会実施回数

（累積）

新規事業創出環境を整備するため
勉強会を開催しているか

3機関以上、勉強会を開催したか
定期的に地域に必要とされる勉強会
を運営している

メディア（年度） BPDの活動に関して、メディアに取り
上げてもらったか

実際のBPDによる販路開拓支援に関
して、メディアに取り上げられたか

メディアに取り上げられ、売り上げ増
加に貢献しているか

Outcome

（5点）

BPD後継者育成人
数（累積）

BPDの後継者となり得る人材の発掘
を行っているか

後継者となり得る人材に対し、支援を
通じた育成をしているか

後継者となり得る人材3人以上に対
し、支援を通じた育成をしているか

そ
の
他

事業化支援
（10点）

金融機関取引実績
（1件当たり）

金融機関などから事業について興味
関心を持ってもらう機会はあったか

金融機関などから資金調達を実現さ
せたか

500万円以上の資金調達を実現させ
たか

国外マーケットの開
発（累積）

国外マーケットの開発の具体的な支
援を行っているか

開発を1件以上実現させた
開発を3件以上実現させた、または、
1,000万円以上の売上を実現させた

評価分類 内容 評価項目

①マネジメント力
（10点）

プロジェクトを成功に導くため、
必要な活動を確実に実施する
ようにマネジメントを行う

結果を出すために、
戦略立案を行い、最
短の道筋(戦術)を選
択、実行しているか

自ら事業構想の策定
を行い、支援先企業
と行動を共にしている
か

高いベースラインを設
定して、支援を実行し
ているか

状況に応じた適切な
対応をタイムリーに実
施しているか

リーダーシップを発揮
して、派遣先機関を牽
引しているか

②伝達 調整力
（5点）

情報共有、プロジェクトの目線
あわせを確実にするため、
チーム及びネットワークの意思
疎通を積極的に実施する

派遣先へ月次の報告
を期限内に適切に
行っているか

自らプロジェクトリー
ダー,事務局に働きか
け、必要な協力を引
き出しているか

プロジェクトリーダー、
事務局へ情報共有を
積極的に行っている
か

支援企業と緊密に連
絡を取り、円滑に業務
を推進しているか

プロジェクトリーダー、
事務局、特許庁の意
向を理解し、適切な行
動を行っているか

③リスクマネジメント
（5点）

事業の推進にマイナスとなる
事象の発生確率を最小化させ
るため、リスクを洗い出し、必
要な対策を講じる

法令の遵守に努めて
いるか

他者の権利侵害に必
要な防止対策を行っ
ているか

弁護士、弁理士業務
に抵触することがない
よう注意して行動して
いるか

助言・指導的な支援
にとどまらず、実効的
な支援を行っている
か

リスク防止の観点化
から必要なコミュニ
ケーションに努めてい
るか

④タイムマネジメント
（5点）

本事業は時間的制約があるた
め、成果の達成水準（ベースラ
イン）を定義して、確実に実現
させるように事業を遂行する

短期、中期の行動計
画を設定しているか

達成水準を満たすた
めに、スピード感のあ
る対応をしているか

計画を明確にして、支
援先企業と共有して
活動しているか

スケジュール管理を
適切に行っているか

合理的な理由のない
滞留案件はないか

⑤目利き力
（5点）

支援対象の新規事業の選考、
支援に必要な全ての業務を明
らかにし、必要な業務を確実に
実施する

短期、中期、長期で
支援先を絞り込み、
事業構想を効率的に
策定しているか

当事業目的を踏まえ
合理的な分析を実施
し、適切な支援内の
選択を行っているか

企業の課題に応じ、
支援と、他機関の支
援に適切に振り分け
ているか

支援する事業構想の
市場は、一定水準以
上の規模か

想定する支援期間を
適切に見積もってい
るか

⑥巻き込み力
（10点）

支援チームの組成、トレーニン
グ、チームワークの醸成、利害
の調整を積極的に行い、リー
ダーシップを発揮する

人材育成を行ってい
るか

派遣先の新規事業創
出のための基礎知識
の研鑽に貢献してい
るか

選定した後継者と行
動を共にしているか

派遣先と利害の調整
を行い、必要な協力
を引き出しているか

事業推進に必要な支
援体制を構築できて
いるか

⑦ネットワーク活用力
（10点）

ネットワーク関係者の期待と影
響を理解して、地域特性を踏
まえた事業の推進のための協
力を引き出す

地域ネットワークと情
報共有を効果的に実
施して、活動している
か

ネットワーク連携強化
会議で中心的な役割
を果たしているか

金融機関との情報共
有を効果的に実施し
て、連携した活動を行
えているか

関係企業との情報共
有を効果的に実施し、
連携した活動を行え
ているか

行政機関との情報共
有を効果的に実施し
て、連携した活動を行
えているか
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 ビジネス・プロデューサの評価 

前述した評価項目を策定し、本事業実施期間の中間地点にあたる 2020 年 11 月に当該評価を実施した。

評価は事務局にて採点を実施し、特許庁及び有識者委員会にて報告を行った。 

当該評価における定量評価の最終結果は、43 点（60 点満点）でなった。「基礎項目」においては全て

基準をクリアし、「基準項目」では 12 項目内 8 項目において評価される結果となった。「目標項目」に

おいては、4 項目のみでの評価という結果になったが、全体的にビジネス・プロデューサとして事業化支

援・環境整備等において実力を発揮できているという結果となった。 

定性評価の結果は、特に配転の高い「巻き込み力」、「マネジメント力」、「ネットワーク活用」の項

目において高く評価され、事業支援する姿勢としては 43 点（50 点満点）と高評価を得た。 

最終的な総合評価となる定量評価と定性評価の合計は 86 点となり、基準及び目標点を上回る結果とな

った。 

図表 82 評価結果：定量評価 

 

 

分
類

階層 評価対象
評価
結果

評価項目

基礎項目（2点） 基準項目（2点） 目標項目（1点）

事
業
化
支
援

Output

（15点）

企業訪問数（月） 4点 企業訪問を行っているか 訪問件数は、月平均5件以上 訪問件数は、月平均10件以上

事業構想数（累計） 4点 事業構想の策定を支援している 評価実施までに2件以上あったか 評価実施までに4件以上あったか

上市または販路開
拓させた数（累計）

4点 上市、販路開拓を実現したか 件数が2件以上あったか 件数が5件以上あった

Outcome

（15点）

取引先件数（製商
品単位）

5点
新たに開拓された取引先（得意
先）が存在するか

1製商品当たり1件以上存在するか 1製商品当たり3件以上存在するか

用途(取引先）拡大
件数

4点
上市させた製商品の新たな用途を
検討して、事業構想を策定したか

事業構想を2件以上策定したか 事業構想を5件以上策定したか

売上金額
（累計）

2点
上市させた製商品の売上が上
がっているか

売上は、100万円を超えているか 売上は、1,000万円を超えているか

環
境
整
備

Output

（15点）

連携強化会議数

（累積）
5点

地元の知財活用、産業振興に関
連した勉強会・セミナーに参加して
いるか

毎月参加しているか
参加だけでなく事業説明や成果事例
の周知、新たな連携先を創出したか

勉強会実施回数

（累積）
2点

新規事業創出環境を整備するた
め勉強会を開催しているか

3機関以上、勉強会を開催したか
定期的に地域に必要とされる勉強会を
運営している

メディア（年度） 4点
BPDの活動に関して、メディアに
取り上げてもらったか

実際のBPDによる販路開拓支援に関
して、メディアに取り上げられたか

メディアに取り上げられ、売り上げ増加
に貢献しているか

Outcome

（5点）

BPD後継者育成人
数（累積）

5点
BPDの後継者となり得る人材の発
掘を行っているか

後継者となり得る人材に対し、支援を
通じた育成をしているか

後継者となり得る人材3人以上に対
し、支援を通じた育成をしているか

そ
の
他

事業化
支援

（10点）

金融機関取引実績
（1件当たり） 2点

金融機関などから事業について興
味関心を持ってもらう機会はあっ
たか

金融機関などから資金調達を実現さ
せたか

500万円以上の資金調達を実現させ
たか

国外マーケットの開
発（累積）

2点
国外マーケットの開発の具体的な
支援を行っているか

開発を1件以上実現させた
開発を3件以上実現させた、または、
1,000万円以上の売上を実現させた

：評価した項目
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図表 89 成果報告会マニュアル 

 

 配付資料等の作成・印刷 

オンライン開催となったため、資料について登壇者プロフィールは事前に参加者へメールで配布した。

投影資料については、画面共有にて参加者はそれぞれのデバイスにて見ることができると判断し、配布は

せず投影のみとした。 

図表 90 成果報告会資料 

  

 

 

 専用ウェブサイトの構築 

2018 年度より使用してきた福島知財活用プロジェクトのウェブサイトを再度契約し、継続し作成した。

新たに、ビジネス・プロデューサ事業について新聞広報をしてきたものをウェブサイトにも掲出した。 



74 

 

図表 91 成果報告会ウェブサイト 
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 成果報告会の開催結果の周知 

成果報告会の開催結果を新聞記事に掲載することで周知した。新聞記事は令和 3 年 1 月 18 日と 2 月 17

日の 2 回行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

テレビ CM チラシ 

新聞記事 1（1 月 18 日） 新聞記事 2（2 月 17 日） 

図表 94 新聞記事 
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第３章 考察 

１. ビジネス・プロデューサの活動分析報告 

 成功事例の分析 

本事業においては、昨年度と同様に派遣期間が限られた中で支援を行う必要があった。しかし、昨年度

からの支援企業を中心に継続支援を行い、県内の支援機関等とも密にコミュニケーションを取りながら活

動支援を展開することができたため、最終的に今年度だけで 3 件の「成功事例」といわれる事例創出を実

現することができた。 

これら 3 件の成功事例以外にも、未だ支援途中の案件が複数存在している。今後、福島県を中心に引き

続き支援を継続していくことで、これらの後に続く成功事例といわれる事業創出のケースは更に増えるこ

とが期待される。本事業においては全 3 件の成功事例を創出できているが、「成功事例」としての定義は、

昨年度に引き続き、本事業のビジネス・プロデューサの支援を通じて、「売上や利益への貢献につながる

ことができたか」、また「販路開拓等を通じて新たなマーケット市場への上市参画を期待することができ

るか」といった観点で、企業にとって成長に資する一定の成果を産み出すことができた支援活動としてい

る。また、本事業における複数の成功事例を創りだすことができた要因としては、昨年度に引き続き以下

の観点が重要であったと考えている。 

 

① 派遣先地域での協力体制の構築 

まず、本事業における最大の成功要因として考えられるのは、派遣先地域となる福島県内での支援

機関及び自治体、大学、地域金融機関との密なコミュニケーションを通じて、お互いの協力関係をよ

り強固にすることができたことである。 

昨今の産業振興策では「結果を出す」ことが求められる事業が増加している。一方で、地域の産業

振興機関では「ビジネス経験の豊富な機動力のある現役ビジネスマンの集団」が不足しており、エン

ジニア出身の大企業 OB や経済系の地元学識者に頼る体制が見られることが多く、ビジネスの経験が

不十分である上、「結果を出す」ことまでは求められない。更には、本業と二足の草鞋を履くことによ

り「結果を出す」ことに時間が割けないことも足かせとなって、なかなか支援先企業の「ギアチェン

ジ」までの成果に辿り着けることは難しい状況にある。この状況では地域の多様な産業振興関係者を

巻き込もうにも人手と時間が不足し連携も増進されにくいため、「結果を出す」ことが難しくなって

しまうと考える。 

福島県の各自治体や支援機関等でも同様の課題を抱えている現状にあったが、各支援機関等の運営

におけるサポートにおいてニーズが合致したこと、本事業における昨年度からの取組について一定の

認知があったこと、更には福島民報社とも協働で本事業を実施したことによる県内の認知向上の影響

もあり、昨年度よりも更に多くの自治体、支援機関等から協力を得ることができた。ビジネス・プロ

デューサは「ビジネス経験の豊富な機動力のある現役ビジネスマンの集団」として、地域の多様なプ

レーヤーとの双方向的な関係を構築しながら巻き込みを図った。結果として、福島県内の幅広い産業

振興関係者（自治体職員、支援機関職員、地域金融機関職員等）からビジネス面における相談、セミナ

ー等での講演機会の相談、支援先企業候補の紹介等、昨年度より更に積極的な協力を得ることができ、

相互利益享受の関係を維持しながら成功事例を創出することが可能となったと考えている。 
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企業への支援内容の充実とともに県内支援機関同士の新たなリレーション構築等も実現することができ、

今後の福島県における産業振興支援において大きなレガシー（遺産）を残せたものと考える。しかし、先

述の通りコロナ等の影響もあり本事業のビジネス・プロデューサを派遣できる期間が想定よりも短縮化さ

れ、選択と集中の考え方から一部の企業に集中的に支援を実施せざるを得ない状況でもあった。つまり、

現在支援途中のまま十分な支援を提供しきれていない企業も多数あり、今後これらの対象企業の支援を継

続する必要があると考える。 

また、次年度以降は本事業を基盤とした企業支援の在り方ではなく、福島県が中心となって本事業のレ

ガシー（遺産）を引継ぎ、本事業よりも優れた新たな企業支援の仕組みを創っていく必要がある。そのた

めには、福島県内で本事業のビジネス・プロデューサのような役割を担うことができる人材の発掘・育成

を本格的に実行していかなければならない。第 3 回有識者委員会の議論においても、本事業のビジネス・

プロデューサが提言として、今後福島県が早急に実施すべき事項として次の 3 点を挙げている。 

 

1. 福島県の強いリーダーシップ 

2. 産業支援機関の連携モデルの推進 / 事業化支援に特化した組織の立ち上げ 

3. ビジネス・プロデューサ人材の育成支援 

 

まず 1 つ目が福島県の産業振興を推進していくための強いリーダーシップを発揮していくことである。

これまでは、本事業を通じてビジネス・プロデューサが県内の支援機関等職員を巻き込み支援の相乗効果

をリードしてきた。今後は、福島県等が中心となってビジネス・プロデューサに代わってリードしていく

ことが求められていると考える。2 つ目は、産業支援機関連携モデルの推進及び事業化支援を強化する組

織の立ち上げである。本事業ではビジネス・プロデューサが中心となって支援機関等の横連携や、県内外

での販路開拓や連携先の拡大を進めてきた。今後は、そういった産業振興の支援機能を有する組織を設置

していくことが重要である。そして 3 つ目は、ビジネス・プロデューサの役割を担うことができる人材の

育成支援である。ビジネス・プロデューサは特定の地域に 1 名である必要はなく、多くの支援機関等が同

様の意識を持ち、将来的に多くのビジネス・プロデューサといわれる経営支援のプロが支援を実施してい

くことが重要であると考える。本事業でもビジネス・プロデューサの知見・ノウハウを共有する機会を提

供してきたが、今後もそういった支援機関等職員の人材スキルを向上させていくための取組を実施してい

くことが望ましい。 

 

 今後の展開イメージ 

本事業では、下図のような考え方でビジネス・プロデューサ派遣における事業を基に産業振興活性化に

資する取組を実施してきた。本事業を通じた福島県における現在の位置づけとして、Step2 から Step3 の

間に位置すると考えられる。昨年度からハンズオン支援を通じた支援機関との連携により、実際に販路開

拓・拡大を実現できており、更にビジネス・プロデューサの知識・ノウハウの提供による人材の発掘・育

成にも着手することができている状況にある。 

今後の展開としては、次のステップに上がっていくため福島県が中心となって本事業のレガシー（遺産）

を引継ぎ、本事業よりも優れた新たな企業支援の仕組みを創っていくことが何よりも重要であると考える。

実際に本事業の有識者委員会においても、福島県より次年度以降ふくしま知財戦略協議会（仮称）を設置






